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シンボルの概要と 
自動認識技術の歴史 
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定義 人間の介在なしに、物（人）を特定する方法、技術 

データ
キャリア 

1次元シンボル、2次元シンボル、RFID、 
光学的文字（OCR）、記号、磁気ストライプカード、 
ICカード、コンタクトレスICカード、（バイオメトリクス） 

利用 
AIDC技術は情報化に連動したデータベース内の
データと「人」、「動（植）物」、「物」、「情報」とを紐付け
する手段としての活用が一般的 

Automatic Identification and Data Capture techniques 

自動認識及びデータ取得技術 

自動認識（AIDC）技術とは 

自動認識 人 （ISO/IEC JTC1 SC17、SC37）  
  動（植）物 （ISO TC23） 
  物 （ISO/IEC JTC1 SC31） 
  情報 （？） 

データベース
の存在が前提 

情報化とは、具体的には 
例えば、生産情報システムをさす 
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コンピュータの進化・普及により、情報のデジタル化が起こり、 
その情報がデータベース化された。このデータベースと実空間
の情報を紐付けする手段が自動認識技術である． 

年代 内容 

1980年代 

1980年代はコンピュータの飛躍的な進化が起こった時期と言える。1945年ペ
ンシルベニア大学で開発されたコンピュータは1955年にオールトランジスタに
より構成されたコンピュータへと進化した。コンピュータの基幹となるCPUの歴
史は1971年に4ビットが、1978年に8ビットが、1982年に16ビットが、1985年に
32ビットがそれぞれ開発された。コンピュータの歴史の中で自動認識分野に
もっとも大きな影響を与えたのは1981年のパーソナルコンピュータの登場で
ある。 

1990年代 
1992年にURL、HTMLや HTTPなどが開発され、これらの仕組みがWWW と名
付けられた。1995年はインターネットによる通信ネットワークの広がりにより、
新しいデータキャリアの利用が始まった年でもある。 

2000年代 
2003年に携帯電話にQRコード及びそのリーダが搭載され，2005年にICカード
が搭載された。携帯電話は個人所有が多いため、従来にはなかったビジネス
モデル（B to C）が確立され、新たな自動認識市場が形成された。 
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アクティブ 
RFID 

2次元シンボル 

1次元シンボル 

識別カード 

バイオメトリクス 

パッシブ 
RFID 

http://k-tai.impress.co.jp/cda/parts/image_for_link/70584-19299-2-1.html
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シンボル専用プリンタ 

検証器 

ラベル 

汎用プリンター 

リーダ＆デコーダ 

シンボル生成ソフト 

上位システム 



All Rights Reserved, Copyright (C) Akira Shibata 2012-09-14 

AI Consultant 
 7 

インタリーブド 2 オブ 5 

コード 39 

コーダバー 

EAN（JAN）-13 

コード 128 

GS1データバー 

１次元シンボルの種類 

2種類の 
バー、スペース 

4種類の 
バー、スペース 

コーダバーは各地域規格で対応し国際標準化はしない。 
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Market demand for Automatic Identification 

EAN 

Application 
Factory Automation Logistics Retail 

CODABAR Interleaved 2 of 5 UPC 

GS1 Data Bar 
UPC/EAN 

Code 128 

Code 39 

1972 
Increased 
char. 

High Destiny 1972 
1973 

Full ASCII 
14 Char. 

Alphabet 
1981 

1977 13 Char. 1980 

12 Char. 
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1次元シンボルはほとんどが米国で開発され、米国の流通業界で先進的に
用いられた。その米国流通業界における1次元シンボル（バーコード）の歴
史はPOS（Point of Sales：販売時点情報管理）の歴史とも言える。 

年 内容 

1950年代 
1980年代に買い物の清算段階での省力化、正確性向上のため磁気値札が
開発された。 

1960年代 

1960年代後半には、PLC（Price Look Up）といって、あらかじめ商品の価格を
レジスタに登録し、商品の値札には価格情報を入れず、商品番号を入れると
いう考え方が提案された。これにより、商品のディスカウントなどの価格変更
が商品の値札を変更しないで、レジスタのデータだけを変更することで、容易
に可能になった。 

1970年代 

1970年に米国のスーパマーケット協会、グローサリー小売業協会などの7団
体が共通商品コードとシンボル（バーコード）の研究を始め、1973年にUPC
（Universal Product Code）として標準化した。1977年にUPCを拡張したEAN
（European Article Number）が制定された。1977年米国防総省がLOGMARS
プロジェクトを発足させバーコードの研究を開始した。 

1980年代 1980年米国防総省は標準シンボルとしてコード39を採択した。米国防総省の
決定を受け、米国自動車業界、米国電気・電子業界が標準化を進めた。 
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Aztec Code 

代表的な２次元シンボル 

PDF417 

Maxi Code QR Code 
ISO Standard 2D Symbologies 

Data Matrix 

Micro PDF417 

Micro  
QR Code 

GS1 Composite 

Codablock Code 49 Code 16K Ultra Code 

BP04 State Code Post net Code 

Code One 

Calula Code 
Veri Code 

マトリクス型 
シンボル 

マルチロー型 
シンボル 
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Market demand for High Capacity/ High Density 

Code49 

Application 
Retail 

Veri Code 

Maxi Code 

Kamban Code 

GS1 Composite 

PDF 417 

Micro QR Code 

1987 

1978 

1987 

1994 

1987 

1989 

Data Matrix 

Micro PDF 417 
QR Code 

1986 

High Density 

High Density 

Logistics Factory Automation 
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２０００年代 １９９０年代 １９８０年代 １９７０年代 

ケース入り 
目視文字のみ 

ケース入り 
バーコード付 

紙かんばん 
バーコード 

紙かんばん 
QRコード 

ハイブリッド 
かんばん 

「かんばん」とは生産
同期化のツールであ
る。必要な物を、必要
な時に、必要な数だ
け作る 
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2次元シンボルの 

標準化と知的財産権問題 
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■主要2次元シンボルの公表時期 

87 88 89 90 91 92 93 94 

△ ベリコード 

86 

△ ＣＰコード △ ＱＲコード △ PDF417 

△ データマトリクス 
△ マキシ―コード 

△ＣＰコード日本特許出願 
△ベリコード米国特許出願 

△データマトリクス米国特許出願 

△ＱＲコード日本特許出願 
（年） 

△PDF417米国特許出願 

△マキシ―コード米国特許出願 

事業化の開始時期 

基本特許出願の時期 

■ベリコードと データマトリクスとの関係 
ベリコード開発者の一部が別れ、ベリコード改良版として データマトリクスを開発し
たという情報があった。 

データマトリクスはベリコード特許に 
抵触している可能性があり 
データマトリクスのユーザが Veritec 社に 
ライセンス料を払っているという情報 
があった。 余分なパターンを取れば・・・・・ 

△ VSコード 

85 95 

AIMI規格化 
手順検討 

ベリコード データマトリクス 

・エンコード方式 
・プリンター 
・デコード方式 
・リーダについては 
各社各様特許出願 
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パブリックドメイン（Public Domain）という用語は学問上の用語であって、法律上、その
意味・内容が明確に確定されていない。知的財産権の分野では一般的に「広く公衆に
帰属する権利領域、著作権・特許権により保護されていない権利領域、誰によっても
自由に利用できる権利領域」という定義が与えられている。 

AIM規格 

パブリックドメイン（Public Domain） 

ライセンスドテクノロジー（Licensed Technology） 

パブリックドメインとは仕様書に記載された技術について、スポンサが特
許権を有さないこと、当該技術を自由にライセンス無しで使用できること
を保証する文書を提出したもの。 

ライセンステクノロジーとは仕様書に記載された技術について、ライセ
ンス申請者に対して非差別的かつ合理的条件で当該技術のライセンス
を付与することをスポンサが保証する文書を提出したもの。 

関連特許について
は、実現の難易度
に関係なく唯一の方
法の場合のみパブ
リックドメインの対象。 
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パブリックドメイン ライセンス 
データマトリクス ベリコード 

CPコード 
VSコード 

QRコード 
マイクロQRコード 

SQRC 

PDF417 
マイクロPDF417 
GS1コンポジット 

マキシーコード カルラコード 

標準化と知財の 
熾烈な争い 

同一発明企業で 
2種類のコード 

知財の問題がほとん
どないコード。マルチ
ロー型は全てパブリッ
クドメイン 

市場であまり 
使用されない 
コード 
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日本 米国 

CPコード ベリコード 

日本企業の 
データマトリクスに 
対応した 
リーダ/プリンター 

輸出 

米国企業のデータマトリクスに 
対応したリーダ/プリンター 

特許侵害警告 

輸出 

特許侵害警告 

QRコード 

AIMJ AIMI ISO 

規格化妨害工作 
トヨタ、デンソーなどに特許侵害警告 
AIMJの審議委員会の運営・構成などにクレーム 
公正取引委員会に提訴 ・・・・・・ 

AIMIの規格化手順にクレーム 
AIMIの審議委員会の運営・構成などにクレーム 

データマトリクス 

特許裁判 

パブリックドメイン 
コードへの攻撃 

連携 
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■1990年頃にVeritec社とI.D.Matrix社との間に米国で訴訟があったが、 
 零細なVeritec社は訴訟費用で行き詰まり、決着しないまま訴訟が 
 中断したらしい、という情報があった。 
 
■ベリコード特許（US 4,924,078）を読むと、データマトリクスの構成は 
 該当する。但し、ベリコード特許成立の経緯や先使用の問題など、 
 当事者にしかわからない事情があるので、本当のところは不明。 
 
■1998年頃にCPコードとの特許問題が発生すると、 
 I.D.Matrix 社（2007年当時C.I.Matrix社／RVSI傘下）から 
    『データマトリクスに特許侵害問題は存在しない』という宣言文が出された。 
 
■2005年頃から米国でAMD等の自動認識関連企業がデータマトリクスの 
 特許問題でライセンスを支払っているという情報が聞かれるようになった。 
 
■ベリコード特許は特許ファミリーが少なく、実質的にUS 4,924,078特許が 
 全てである。2007年に078特許ファミリーの有効期限切れた。 
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1998/02 日本ＩＤテック社から伊藤忠エレクトロニクス社（データマトリクス） に 
      対してＣＰコード特許(特2533439 他）の特許侵害警告 
 
1998/02 上記警告に対し、Ｉ．Ｄ．Ｍａｔｒｉｘ社から日本ＩＤテック社へ 
      特許非侵害の表明と営業妨害の警告状 
 （この時のＩ．Ｄ．Ｍａｔｒｉｘ 社側代理人は中村合同特許法律事務所） 
 
 ※この頃に日本ＩＤテックは、データマトリクスを採用していた 
        ＮＥＣ、インテル、ゼネラルエレクトリックなどの日米各社に  
        ＣＰコード特許侵害警告状を送り付けていた模様 
 
 
1999/02 Ｉ．Ｄ．Ｍａｔｒｉｘ は、データマトリクスには 
      「いかなる日本ＩＤテック社特許の侵害問題も存在しない」 
      旨の宣言文を 国家標準化機関（ANSI ）等に提出 

2000年に日本ＩＤテックは倒産し、 
CPコード特許とデータマトリクスの特許問題は途絶。 
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パブリックドメイン 
宣言US特許 
US4874936 
US4896029 
US4998010 

日本特許番
号 

名称 

2742701 光学的に読み取り可能な物体並びにその処理方法及び装置 

2764224 補足目標の位置を求める方法及び装置 

2771899 空間ドメイン内の二次元記号の複合方法及び装置 

2832646 2次元CCDイメージ中のバーコードシンボルの精細な方位を求める方法及び装置 

3138482 高速複合ベルト式ダイバータ及びそれを作動させる方法 

3142585 高速自動コグソータ 

3215840 光学目標を補足するためのシステム及び方法 

3495739 小包情報読み取りシステム及び方法 

関連 
日本特許 

20 

パブリックドメイン 
宣言日本特許 
第2742701号 
第2742701号 

出願なし 

★米国特許と日本特
許の請求範囲は同じ
ではない。 
★パブリックドメイン宣
言特許以外にも多数
の関連特許が存在。 

コンペチタ―に 
利用させない 
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マキシコードの標準化については3つの課題があった。 
1. パブリックドメイン宣言の米国特許3件のうち1件は日本出

願されていない。日本出願された2件の特許は合体され
米国特許と内容が同じではない。 

2.パブリックドメイン宣言の特許範囲 
 アプリケーション（ビジネス）特許はパブリックドメインの範

囲に含まれない。 

コード 
印字 

コード 
読み取り 

コード自体 
アプリケーション 

（ビジネス） 

マキシコードの発明会社であ
るUPSはマキシ―コードを使用
した物の仕分けに関する多く
の特許を保有。 

UPSの競合会社は使用できな
い。パブリックドメイン宣言され
ていると自由に使用できると誤
解される。 
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 22 マキシコード特許問題 

3.マキシコードの発明会社であるUPSはマキシコードをエン
コードするためのソースコードを開発し、提供してきたがサー
ビスを停止した。また、UPSが使用していないモードでソース
コードに不具合があり解消されなかった。 

UPSは世界中の顧客に対応するため、マキシコードを国際
標準化したが、競合会社が利用できないようにビジネス特許
を取得した。そのため、マキシコードはUPSコードとも呼ばれ
UPS社以外では使用されなかった。 
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国際標準と知的財産権 
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 24 標準の階層 

出典：IEC国際標準化入門研修 

地方標準 

国家標準 

地域標準 

国際 
標準 

地域標準、国家標準、地方標準は国際標準と 
協調することにより、規格開発の重複を避けたり、 
下位の標準を国際標準として採用する取り組みを 
行っている。 
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 25 標準の制定過程による分類 

出典：IEC国際標準化入門研修 
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出典：IEC国際標準化入門研修 



All Rights Reserved, Copyright (C) Akira Shibata 2012-09-14 

AI Consultant 
 27 標準化のメリット・デメリット 

標準化のメリット 
 ☆ 市場拡大 
 ☆ 標準化部分の価格低下 
 ☆ 製品の共通化 
 ☆ 技術移転が容易 

標準化のデメリット 
 ☆ 他社の参入が容易 

標準化すべき部分を自社のコア技術と明確に分ける 
（自社の差別化部分を標準化しない） 
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1970 

バーコード 

RFID 

非接触ICカード 

普
及
率
％ 

ISO化 
１８０００シリース 
EPC Gen2等 
１５４５９シリース 

ISO化 
１４４４３ 
１５６９３等 

コードの標準化 
UPC、ITF,Code39等 

Wall mart,  
DOD導入で 
低価格化 

テレカ、スイカ 

標準化による市場拡大 （自動認識分野） 

1980 1990 2000 2010 2020 
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１．特許権者は人数に制約なく世界中の申請者に対し、勧告
/規格類を実地し、利用し、実地物を販売するために、非差
別的かつ合理的な条件で無償での実地許諾を認め
る用意がある。 
 
 
２．特許権者は人数に制約なく世界中の申請者に対し、勧告
/規格類を実地し、利用し、実地物を販売するために、非差
別的かつ合理的な条件で実地許諾を認める用意が
ある。 
 
 
３．特許権者は実地許諾を認める用意はない。  

ISO/IEC専門業務用指針第一部 2011年版より 規格化不可 

非差別的かつ合理的でない場合は 
規格が取り消しとなる。 ⇒RFID 

無償とは知的財産権の放棄を意味しな
い。⇒1次元/2次元シンボル 
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Intermec 
Patent No. 

US5,942,987 

US5,521,601 

US5,995,019 

US5,030,807 

US5,828,693 

US5,850,181 

US4,786,907 

US5,550,547 

US5,673,037 

US5,777,561 

US5,828,318 

Philips 
Patent No. 

EP1034503B 

JP00-560535 

US09/352317 

WO00/04485 

JP03-502778 

US2002/0186789A1 

Wo02/099741A1 

BiStar-Electronic 
identification System 
Patent No. 

ZA9810199 

US6480143B1 

EP1001366 

JP200230978 

CN1255689 

Matrics 
Patent No. 

US6,002,344 

TagSys 
Patent No. 

EP0578701B1 

AU664544 
AU PCT 
AU00/01493 

WO01/41043 
AU PCT 
AU98/00017 

WO98/32092 

US5523749 
AU PCT 
AU01/01676 

WO02/054365 

FR00/01704 

WO01/01326 

Intercode 
Patent No. 

US5426423 

EP90909459.1 
CA2058947 

US6177858B1 
EP96402556.3 

CA2191787 

US5923251 
EP96402554.8 

CA2191794 
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企業戦略と標準化 
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1980年代 1990年代～ 

標準化戦略 
アンチスタンダード 

  日本研究 

プロスタンダード 

WTO TBT協定 

知財戦略 
アンチパテント 

   日本研究 

プロパテント 
WTO TRIPS協定 

   ～1999  世界人口の15％保護 
   2000～  世界人口の90％保護 
  （特許2000年問題－中国、ロシアの対応） 

レメルソン特許 
（サブマリン特許） 

米国は1980年代の日本研究成果から 
    1990年代に戦略転換 

TBT: Agreement on Technical Barriers to Trade 
TRIPS: Agreement on Trade Related Aspects of 

 Intellectual Property Rights 
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強制規格や適合性評価哲好き手続きの作成の際 
原則として国際規格を基礎とすることを義務づけ 

調達基準には国際規格を基礎とすることを各国に義務づけ 
1996  WTO・政府調達協定 発効 

1995  WTO/TBT協定 発効 

欧米先進国では、国際競争力強化のため、活発な国際標準化活動を展開 

ISO、IECなどの国際標準への整合化を政府主導で強力に推進 

2001  中国のWTO加盟 

各国は広大な市場を獲得するために 
国際標準を活用 
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欧州の国際標準化戦略 

欧米の国際標準化戦略 

•TBT協定の発効（95年発効）、中国WTO加盟（2001１年）を契機に 
 デジュール標準 への関与を急速に拡大 
       →ISO幹事国数101（93年）→138（03年）、2000年にNo.1のシェア 
•商務省において「標準化イニシアティブ」を策定し、政府、米国規格協会（ANSI)及
び産業界との連携強化 

→18の産業分野において「基準認証ラウンド・テーブル」を設置 
→商務省に基準認証担当シニアリエゾンを設置 
→主要国駐在の商務アタッシェを基準認証担当として訓練、任命 etc. 

米国の国際標準化戦略 

ISO/IECの活動を欧州が主導 
      →拡大する欧州（15→25）の徹底活用、ウィーン・ドレスデン協定の活用 
•全欧州的研究開発と標準化のリンゲージ 
•強制基準の分野でTBT協定を活用しつつ欧州の基準を世界に普及 
•中国をはじめとする途上国等への技術協力を組み合わせた欧州規格の戦略的 
 味方作り     

特許権者のライセンス条件が「合理的」 
かつ「非差別的」であることを要求。  

パテントを保有したまま 
国際規格化が可能 
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中国の国際標準化戦略 

中国、韓国の国際標準化戦略 

・大韓民国憲法の中で国家標準制度の整備を明記 
・第二次国家標準基本計画（2006-2010）を推進。世界市場の先行獲得のために
標準化への対応能力の強化が基本方針。 

目標：国際標準化活動への参加拡大。政府研究開発事業と連携した標準化推進。
民間標準化能力の戦略的育成。大学における教育の強化。 

最近は、再生可能エネルギー、LED、スマートグリッドなどの分野に注力。 

韓国の国際標準化戦略 

2007年に標準化発展計画を公表 
・基本方針：市場ニーズに適合した規格開発。重点分野の発展に資する規格開発。
自主的革新技術に基づく規格開発（中国製品、産業の国際競争力向上）。WTO
ルールの尊守（技術的優位性のある規格の国際規格化）。 

・目標：2008年までに9540の国家規格見直し、2010年までに年間、6000規格の
ペースで規格制定。国際規格と海外先進規格の導入率を2010年までに80％。
2010年までに50の国際規格案提出し、1000名の専門家を養成。 
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情報通信技術の発達 
（インターネット） 技術革新のスピードが速い 特許における均等論重視 

（原理・原則） 

研究開発費の増大 

勝ち組・負け組の二極化 
ネットワークの外部性 

地域経済のブロック化 
EU、NAFTA、AFTA 

世界単一市場化 
世界調達・世界最適生産 

非関税障壁の撤廃 
（WTO TBT協定） 

国際標準の活用 

公的な標準 

デファクト標準 
（事後標準） 

デジュール標準 
（事前標準） 

知的財産権の保護 
（WTO TRIPS協定） 

独占禁止法 

出願手続きの 
簡素化・迅速化 

知的財産の地域・国家 
レベルでの戦略的活用 
特許による技術革新の促進 

アンチパテントからプロパテントへ 

TRIPS: Agreement on Trade Related 
Aspects of Intellectual Property 
Rights 

知的財産権の 
貿易関連の 
側面に関する協定 

知的財産権を 
保持したまま標準化 

知的財産権の 
無償開放 

事実上の標準 独占的特許の減少 

企業が標準化された
技術に関する知的財
産の権利行使を多用
するようになった  
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市
場
の
拡
大 

企業戦略の前提 

時間 

市場創出 

市場拡大 

市場成熟 

市場拡大 
≠差別化・競争優位 一致しない！ 

市場拡大戦略の構築 差別化・競争戦略の構築 

標準化を活用して 
どう市場拡大するか 

標準化を活用して 
市場からどうやって
利益を回収するか 
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知財 
マネージメント 

公開 
メリット：他社の権利化防止 
デメリット：他社に模倣される 

権利化 秘匿 
メリット：模倣を阻止 
デメリット：他社の知財権行使 

メリット：他社に利用させない 
     ライセンス利益 
デメリット：費用が発生 

出典：知財マネージメント事例集（経済産業省） 
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出典：知財マネージメント事例集（経済産業省） 

項目 
権利化（特許） 標準化 

デメリット メリット メリット デメリット 

市場規模 全体として製品市
場が拡大しない 

自社シェア拡大 
フォロワ追従困難 

市場拡大 他社参入容易 
自社シェア減少 

コスト 特許取得・維持 
コスト負担 

ライセンス収入大 製造 
コストダウン 

製品価格低下 
規格作成コスト負担 

他社技術 
との関係 

独占弊害 
（競争阻害による
技術進化鈍化） 

製品差別化 
他社模倣防止 

製品共通化 
技術移転容易 

優位性保てず 

差別化する部分を 
標準化しては 

いけない 
特許技術と標準化技術を 

戦略的に組み合わせて相乗効果を 
ただし、デメリットも考慮 
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出典：知財マネージメント事例集（経済産業省） 

オープンレベル高い 

クローズ化 オープン化 

コア部分を特定 
コア部分 

コア部分 
以外 

・秘匿 
・独占実地 

・標準化 
・公開（権利無） 
・オープンソース化 

秘匿 自社独占 
実地 

特定他者へ 
ライセンス 

無料開放 
（許諾条件付） 公開 

（権利無） 無料開放 
（許諾条件無し） 

コア部分 
権利取得が必要 標準化 

狭義のクローズ化 広義のオープン化（他者にも使わせる） 

狭義のオープン化 
（不特定他者へライセンス） 

コア部分：他社に対して 
       圧倒的優位な部分 



All Rights Reserved, Copyright (C) Akira Shibata 2012-09-14 

AI Consultant 
 41 標準と企業戦略 

R&D、標準化、知財は三位一体 

PL法、電波法、特許法 
リサイクル法、輸出管理
規定、EU指令 

ISO 9000、ISO 1400 
ISO 2700、ISO 2800 

独占禁止法 

設計基準 
品質保証基準 
工程設計基準 
試験基準 
購買基準 
サービス基準 

研究・開発戦略 企業戦略 

知財戦略 
標準化戦略 （デファクト、デジュール） 

企業は標準化された技術に関
する知的財産の権利行使を多
用するようになった  

デジュール 

知的財産 

デファクト 

研究開発戦略 

企業戦略 国際標準 
ISO、IEC、ISO/IEC 

地域標準 
CEN 

国家標準 
JIS、ANSI、BS 

団体標準 
AIAG,EIA,HIBCC 

企業内標準 
（社内標準） 

標準化戦略 地方標準 
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企業戦略の事例 

QRコードの事業戦略 
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環境の状況把握 
1995年前後 
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 マルチファンクション 

情報システム 

市場の技術動向 

 EDI 
データキャリア 

流通ＥＤＩ 

電話回線網 

有線ネットワーク Multi Channel Access 

複合無線網 

衛星通信 

無線ネットワーク 

2次元ｼﾝﾎﾞﾙ 

ＭＣＡ通信 
PHS通信 

携帯電話 

アナログ電話回線 

受発注ＥＤＩ 

ＣＡＬＳ 

インターネット  

統合型ＥＤＩ 

物流ＥＤＩ 

金融ＥＤＩ 

請求支払いＥＤＩ 

デジタル電話回線 

1次元シンボル 
EAN/UPC 

                   

1次元シンボル 
I 2 of 5 

1次元シンボル 
Code 128 

大容量データキャリア 

1次元シンボル 
Code 39 

指紋認識 

音声認識 

手書き 
サイン認識 

複合メディア 

RFID 

網膜認識 
バイオメトリクス 

コンタクトレス 
ICカード 
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システム 
技術 

基本 
技術 

デンソーグループのコアコンピタンス 

システムレイアと 
コアコンピダンス 
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ISO/IEC  
JTC1 SC31 

WG1,WG2,WG3 

ビジネス機械・ 
情報システム産業協会 

SC17国内委員会 

ISO/IEC  
JC1 SC17 

WG8 

情報処理学会 
情報規格調査会 
SC31国内委員会 

経済産業省基準認証ユニット／日本工業標準調査会 

IEC 
TC91 

ISO 
TC122 

ISO 
TC122 
-TC104 

JWG 

電子情報技術産業協会 
  AIDC委員会  

ECセンター 

自動認識システム協会 
物品識別標準化委員会 

次世代電子商取引推進協議会 

日本情報処理開発協会 

電子商取引推進センター 

Auto-ID Center 
EPC Global 

GS1 

流通システム開発センター 

流通コードセンター 

ユビキタス 
IDセンター 

ISO 
TC104 

SC4 

日本船主協会 
TC104国内委員会 

日本包装技術協会 
TC122国内委員会 

データキャリア関連団体 

日本ロジスティクス 
システム協会 

日本自動車工業会 
電子情報化委員会  

日本自動車部品工業会 
電子情報化委員会  

AIDCﾜｰｷﾝｸﾞ  

AIM 

EIA 
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QRコードの事業戦略 
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企業戦略 
・コアコンピタンス、業務範囲 
・自動認識技術の動向分析 
・競合会社の戦略分析 

研究開発戦略 

標準化戦略 

・先行する2次元シンボルに劣らない高性能 
・先行する2次元シンボルにはない機能 
・スキャナで読みやすいシンボル 

・先行する2次元シンボルがパブリックドメイン宣言を 
 行っているため QRコードも行う 
・関連特許（含むビジネス特許）出願 ・商標登録 

・自動認識業界規格であるAIM規格を 
 取得し、ISO国際規格を実現する。 
・標準化戦略は販売戦略とも連動。 

知財戦略 

パブリックドメイン 
知財権は保有するが、権利行使をしないという状態 
AIM; Automatic Identification Manufactures  

1次元シンボルの日本トップメーカ 

トヨタグループ採用 

日本自動車業界採用 

日本市場 

世界市場 
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２０００年代 １９９０年代 １９８０年代 １９７０年代 

ケース入り 
目視文字のみ 

ケース入り 
バーコード付 

紙かんばん 
バーコード 

紙かんばん 
QRコード 

ハイブリッド 
かんばん 

「かんばん」とは生産
同期化のツールであ
る。必要な情報量が
多くなっている。初期
のかんばんは63桁 

1999年 
QRコード122桁 

2007年 
QRコード152桁 

QRコードはかんばんの情報量増加に対応して開発 
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強みを活かさせる追い風：高品質（他社に劣らない高性能、無い機能） 
向かい風を転換させる可能性：高品質を売りにしたグローバル標準化 

プラス要因 マイナス要因 

内部 
要因 

Strength（強み） 
 ・日本の1次元シンボルトップ企業 
 ・最大の顧客をグループ内に持つ 
 ・生産技術（匠の業) 
 ・デンソーブランド 
 ・顧客個別対応力 

 Weakness（弱み） 
 ・国際活動が弱い 
 ・コンセプト創造力 
 ・マーケティング力 
 ・海外拡販力  
 

外部 
要因 

Opportunity（機会：追い風） 
 ・需要拡大（ネットワークの拡大） 
 ・トレーサビリティが売りに 
 ・品質を重視する顧客好調 
 ・情報量の増大 

Ｔｈｒｅａｄ（脅威：向かい風） 
 ・代替品の出現(技術の急進) 
  （GS1コンポジット、RFID等） 
 ・デファクト標準（マイクロソフト） 
 ・用途毎の独立性・排他性 

戦略 



All Rights Reserved, Copyright (C) Akira Shibata 2012-09-14 

AI Consultant 
 51 

研究開発戦略 
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♦先行する２次元シンボルに劣らない高性能 

♦先行する２次元シンボルにはない機能 

PDF417 

QR Code 

Data Matrix 

Maxi Code 

High Data Capacity 

Reduced Space Printing 

High Speed Reading 

研究開発戦略 

顧客の声 
他社のベンチマーク 

かんばん対応 
タクトタイム、 
油よごれ、正確さ 
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High Data Capacity 
Max 7089 char. (numeric) 

0123456789 0123456789 
0123456789 0123456789 
0123456789 0123456789 
0123456789 0123456789 
0123456789 0123456789 

Reduce Space Printing 
A 10 % sized QR Code can carry the same 
amount of data as a bar code can. 
The Same space as Data Matrix  

Damage Proof 

dirt damage 

Even 30 % damaged 
code can be read. 

Multi-direction 
High Speed  
Reading 

Kanji Coding 
Kanji can be encoded 
more efficiently. 

自動認識 
システム協会 
東京都港区 
六本木 3-1-28 

研究開発戦略 

30 symbols per 
second can be read. 

リーダで読みやすいシンボルという 
コンセプトでシナジ効果を出す。 

強みを活かさせる追い風 高品質（スピード、耐汚れ、情報量＋漢字） 
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Samples for a message of 200 characters: 

 QR code (L)   

         X=0.3mm 
       17.1mm sq.  

 PDF417 (level 4) 
        X=0.3mm 
        30.6mm×61.5mm Data Matrix 

       X=0.3mm 
     21.6mm sq.  

QRｺｰﾄﾞの漢字対応能力 
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知財戦略 



All Rights Reserved, Copyright (C) Akira Shibata 2012-09-14 

AI Consultant 
 56 知財戦略 市場認識 

1973年IBM提案のDelta Distance特許 （US 3.723.710）をベース
にしたUPC (Universal Product Code) を全米７団体（全米スー
パーマーケット協会、全米グロサリー小売業協会、全米コンビニ
ストア協会等）で標準化。標準化過程で紆余曲折あるも「特許は
保有するが、特許の権利行使はしない（パブリックドメイン宣言）」
を行いその自由な利用に対して保証を与えた。このIBM社の「公
共の便に利する技術の公開」という企業風土が市場から高く評
価され、以後1次元シンボル、2次元シンボルの自由な利用の礎
になった。 基本特許が存在し、かつそれが効力を持っていない
と第3者が関連特許を権利化することになりそのシンボルの自由
な利用を妨げられることにもなる。従って、シンボルの基本特許
権者は、パブリックドメイン宣言後も、その特許の維持管理や関
連特許のチェックに相当の労力を強いられことになる。 

特許に関する市場認識 
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◆シンボルはパブリックドメイン宣言 
◆リーダは囲い込み（読取り性能、誤り訂正技術） 
◆登録商標を取得してデンソーウェーブを宣伝 

QRコード特許 

◆日本 特2938338 
◆米国 US 5726435 
◆欧州 EP 0672994B1 

QRコード商標登録 

日本 第4075066号 
米国 2435991 
欧州 921775 
豪州 772116 
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標準化戦略 
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米州自由貿易圏FTAA: Free Trade Area of Americas 
欧州自由貿易連合EFTA: European Free Trade Association 
北東アジア経済連合ANAE: Association of Northeast Asian Economies 

企業内市場 企業グループ 
市場 

国家標準 地域標準 国際標準 

世界市場 地域市場 国内市場 

FTAA / EFTA /ANAE 

業界標準 

業界市場 

ANSI/BS/JIS ISO/IEC CEN 

GM/ワーゲン/トヨタ 
ウォルマート/セインズベリ/イトーヨーカドー 

●標準階層の中で最も影響力の大きいものは、国際的な業界標準である。 
●国際標準とする為には、国際的な必要性（needs）、利用（use）が要求され、業
界標準がベースとなる ケースが多い。また、業界標準と国際標準が同時並行的
に進められるケースが多くなってきた。 
●標準で最も影響力が大きくかつ先進的なシステム導入が多いのは米国である。 

グループ標準 企業標準 

自動認識 

流通 

電気・電子 

自動車 
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 60 業界分析  自動認識業界と他の業界との関係 

自動認識市場の特徴 
●企業内市場及び企業グループ市場においては、使用するデータキャリア 
 （１次元シンボル、 2次元シンボル、RFID）がAIM グローバル等で 
 業界標準化されていれば市場形成が可能である。 
●自動認識市場の拡大は各業界標準の成立に負うところが大きい。 
●自動認識業界は、各業界標準間の調整機能の役割を期待されている。 

電気・電子業界 流通業界 自動車業界 

自動認識 AIM Global/AIM Europe/JAISA(AIM Japan) 

日本 JAMA/JAPIA JEITA (EIAJ) DSRI(GS1 Japan) 

欧州 ODETTE EDIFICE GS1 EU 

北米 AIAG EIA GS1 US 
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 61 基本方針 

◆シンボルはデジュール標準。 
◆リーダはクローズ 
 （認識アルゴリズム）。 
◆自動車業界を足場にする。 
 (JAMA/JAPIA⇒AIAG) 
◆ボトムアップ標準化 
 （ローカルからグローバルへ） 

デンソー社内モデル工場 

JAMA/JAPIAへ提案 

JAMA/JAPIA標準帳票採用 

AIAGへプレゼン実地 

AIAG規格への採用 

AIMJへ規格提案 

AIMグローバルへ規格提案 

ISOへ規格提案 

自動車業界 

自動認識業界 

方針 
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 62 主要ポジションの確保 

ISO/IEC JTC1 SC31 

国内委員会委員長 

ISO/IEC  JTC1 SC31 

日本代表委員 

ISO提案 

ISO規格 

アプリケーション規格 

デンソー（システム機器） 

AIMJ理事長 

AIMJ技術委員会 

委員長 

AIMJ規格 

AIMグローバル 

理事・技術委員会委員 

AIMグローバル 

規格 

デンソー 

バーコード技術標準化 

専門委員会委員長 

JEIDA（JEITA） 

理事 

JIS原案作成委員会 

委員長 

JIS規格 

電子情報委員会 

委員 

JAPIA 

理事 

AIDCワーキング 

委員長 

委員長 

JAMA/JAPIA 

標準帳票 

ガイドライン 
JISが先か？ 
ISOが先か？ 

CPコード特許問題 

ユース 
ニーズ 
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 63 JAMA/JAPIA標準帳票 

現品ラベル 

かんばん 

JAMA/JAPIA標準帳票 
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 64 JAMA/JAPIA標準帳票 

納品書・受領書 
JAMA/JAPIA標準帳票 
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 65 QRコード標準化過程  準備段階 

①準備段階 

インターナショナルユース、ニーズの確立 

担当SC Pメンバーの実質的合意 

担当SC Pメンバーの実質的合意 

JTC1 Pメンバーの1/2以上の投票投票した        
JTC1 Pメンバーの2/3以上の賛成 
                           反対が全投票の1/4以下 

委員会原案CD の作成 

⑤照会段階（4～6ヶ月） 

最終委員会原案FCD の照会 

⑦発行段階 

国際規格IS の発行 

⑥承認段階（2ヶ月） 

最終国際規格案FDIS の承認 

②提案段階（3ヶ月） 

新作業の提案項目NP 

③作成段階 

作業原案WD の作成 

④委員会段階（3～6ヶ月） 

・利用環境整備のため、プリンタメーカーにQR
コードのエンコード/デコードソフトを無償提供し、
エンコードの支援を行う。（約40社 300機種） 
・AIMJ(現在JAISA)からAIMI グローバルへ 
 QRコードの規格提案を行い成立させる。 
・QRコードをJAMA/JAPIAの標準コードとし、 
 インターナショナルニーズ、ユースとする。 
・当該委員会への積極的参加と、 
 会議の日本開催の引き受け（国際貢献） 

・ISO提案方法決定（JISC提案 or SC31提案） 
・JTC1Pメンバー国、SC31Pメンバー国の投票
権保持者の割り出しと啓蒙活動（約330名） 
・QRコードの利用実績調査 （約50例） 

・SC31総会（ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ）でプレゼン実施 
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各国の賛成票を得るための活動 

★各国の投票権者への個人的支援 
  有益な情報提供（QRコード技術情報含む） 
  業務上の支援（展示会・セミナー広告、会議等のスポンサー） 

★日本の貢献 
  国際会議への積極的参画 
  開発規格への有益な提案 
  日本での国際会議引き受け 
  （会議費用は開催国負担、会議は欧、米、アジアで持ち回り） 

啓蒙活動 
DENSO WAVE 
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 67 QRコード標準化過程  提案段階 

①準備段階 

インターナショナルユース、ニーズの確立 

担当SC Pメンバーの実質的合意 

担当SC Pメンバーの実質的合意 

JTC1 Pメンバーの1/2以上の投票投票した        
JTC1 Pメンバーの2/3以上の賛成 
                           反対が全投票の1/4以下 

委員会原案CD の作成 

⑤照会段階（4～6ヶ月） 

最終委員会原案FCD の照会 

⑦発行段階 

国際規格IS の発行 

⑥承認段階（2ヶ月） 

最終国際規格案FDIS の承認 

②提案段階（3ヶ月） 

新作業の提案項目NP 

③作成段階 

作業原案WD の作成 

④委員会段階（3～6ヶ月） 

・Pメンバーの1/2以上の賛成（１３カ国以上） 

・積極的参加（WG参加）5ｶ国以上  
・投票Pメンバーの2/3以上の賛成（１７カ国以上）  
・投票Pメンバーの1/4以下の反対（６カ国以下） 

・Pメンバー  欧州 14, 東欧 2,アフリカ 2  
 アジア 5, 北米 2, 南米 １ 
⇒欧州攻略がカギ⇒個別訪問（10カ国） 
⇒米国の反対阻止が重要⇒AIAG活動 
・積極的参加のためのGIVE条件 
   英国 ⇒ プロジェクトエディター 
   ドイツ・シンガポール ⇒コンサルタント 
   中国・韓国 ⇒ 国家規格化支援 
   日本 ⇒日本提案のコンセンサス作り 
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QRコードをAIAG（全米自動車）へ規格提案 

★米国の要求  
・デンソー（日本）のANSI(米国規格）MH10.8に対する支援 
・北米日系メーカーのANSI MH10.8の利用 
（背景；AIAGは米国内対象、AIAGはボランティア活動） 

★米国への回答 
・日系メーカーのAIAGに対する積極的参画 
・米国工場の規格はANSIを遵守 
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 69 QRコード標準過程  照会段階 

①準備段階 

インターナショナルユース、ニーズの確立 

担当SC Pメンバーの実質的合意 

担当SC Pメンバーの実質的合意 

JTC1 Pメンバーの1/2以上の投票投票した        
JTC1 Pメンバーの2/3以上の賛成 
                           反対が全投票の1/4以下 

委員会原案CD の作成 

⑤照会段階（4～6ヶ月） 

最終委員会原案FCD の照会 

⑦発行段階 

国際規格IS の発行 

⑥承認段階（2ヶ月） 

最終国際規格案FDIS の承認 

②提案段階（3ヶ月） 

新作業の提案項目NP 

③作成段階 

作業原案WD の作成 

④委員会段階（3～6ヶ月） 

QRコードはデフォルト文字セットが
JIS-X0208であるため、漢字を使用
しない国は、QRコードのデフォルト 
文字セットが使用できない 

JIS-X0208はISO-646の文字セットを
カバーしており、JIS8ビット符号の80-
FF（半角カナ）や漢字は拡張文字セッ
トであるのでISO-646の使用は全く問
題がなく、デフォルト文字セットとして
使用可能 
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 70    QR コード標準化の経緯 

1997/10 AIM Standard                          AIM ITS 97/001 
 AIM： Automatic Identification Manufacturers 
1999/01 Japanese Industrial Standard         JIS-X0510 
2000/06 ISO Standard                            ISO/IEC 18004 
 ISO: International Organization for Standardization 
2000/12 Chinese National Standard     GB/T 18284 
2002/12 Korea National Standard   KSX ISO/IEC18004 
2003/12 Vietnam National Standard              TCVN7322 
2008/12 Singapore National Standard                  SS543 
20XX/XX Thailand National Standard                 XXXXXX
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ご清聴、ありがとうございました。 

柴 田    彰 
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